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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第３期 

第３四半期 
連結累計期間 

第４期 
第３四半期 
連結累計期間 

第３期 

会計期間 
自平成25年４月１日 
至平成25年12月31日 

自平成26年４月１日 
至平成26年12月31日 

自平成25年４月１日 
至平成26年３月31日 

売上高 （百万円） 132,959 135,981 188,987 

経常利益 （百万円） 2,959 4,517 7,013 

四半期（当期）純利益 （百万円） 920 1,819 2,598 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,420 2,238 2,797 

純資産額 （百万円） 34,139 39,225 38,329 

総資産額 （百万円） 172,863 168,034 173,620 

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 
（円） 8.03 15.81 22.67 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － 15.80 － 

自己資本比率 （％） 19.2 22.8 21.6 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） 14,535 15,111 22,806 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △7,672 △6,909 △9,664 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △7,635 △7,983 △14,125 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（百万円） 3,358 3,378 3,150 

 

回次
第３期

第３四半期
連結会計期間

第４期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 11.12 13.82 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には消費税及び地方消費税（以下消費税等といいます。）は含まれておりません。

３．第３期第３四半期連結累計期間及び第３期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定するための普通株式の期中平均株式数については、資産管理

サービス信託銀行㈱（信託Ｅ口）が所有する当社株式を控除しております。
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２【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社22社及び関連会社４社により構成されております。事業内容が、エネルギー、住

宅建築・不動産販売、ＣＡＴＶ、情報通信サービス、アクア、婚礼催事サービス等と多岐に亘っておりますが、事

業セグメントは６区分としております。 

当第３四半期連結累計期間におけるセグメント毎の主な事業内容の変更と関係会社の異動は、次のとおりであり

ます。 

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 

１ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。 

① ガス及び石油 

液化石油ガス・石油事業部門において、平成26年４月３日付をもってミャンマー連邦共和国にてガス導管の供

給を行うことを目的に、TOKAI Myanmar Co.,Ltd.を設立しました。また、平成26年12月１日付をもって液化石油

ガス配送物流業務の合理化・効率化を目的に、㈱エナジーラインを設立しました。 

② 建築及び不動産 

事業の内容について重要な変更はなく、また主要な関係会社にも異動はありません。 

③ ＣＡＴＶ 

事業の内容について重要な変更はなく、また主要な関係会社にも異動はありません。 

④ 情報及び通信サービス 

事業の内容について重要な変更はなく、また主要な関係会社にも異動はありません。 

⑤ アクア 

事業の内容について重要な変更はなく、また主要な関係会社にも異動はありません。 

⑥ その他 

事業の内容について重要な変更はなく、また主要な関係会社にも異動はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。 

 

(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策や金融緩和策を背景に、製造業をはじ

めとした企業の業績に改善の動きが見られるとともに、雇用情勢についても改善が見られ、景気は緩やかな回復

基調が続きました。一方で、個人消費については、消費税率の引き上げの影響等により消費者マインドに弱さが

みられ、依然として先行きの不透明な状況で推移しております。

そのような状況下、当社グループは、お客様に対して総合生活サービスをワンストップで提供することを目指

し、そのビジョンのもと、新規顧客の獲得並びに既存顧客との関係強化に取り組んで参りました。

当社グループの当第３四半期連結会計期間末における継続取引顧客件数は、ブロードバンド事業並びにアクア

事業において、新規顧客獲得に積極的に取り組んだ結果、前連結会計年度末から21千件、前年同期末から30千件

増加し、2,540千件となりました。

以上の活動の結果、当第３四半期連結累計期間における当社グループの業績については、売上高は135,981百万

円（前年同期比2.3％増）と過去最高を更新、営業利益は4,866百万円（同52.3％増）、経常利益は4,517百万円

（同52.6％増）、四半期純利益は1,819百万円（同97.7％増）といずれも前年同期比で大幅に増加しました。

また、お客様満足度の向上を目指して開始した「ＴＬＣ会員サービス」の会員数につきましては、前連結会計

年度末から72千件増加し378千件となりました。

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

なお、第１四半期連結会計期間より、従来液化石油ガス事業の一環として行っていた関東地区におけるリフォ

ーム事業について、報告セグメントを「ガス及び石油」から「建築及び不動産」に含める方法に変更しておりま

す。以下の業績については、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組替えることが実務上困難であること

から、変更前の前年同期の数値と比較しております。

 

（ガス及び石油） 

液化石油ガス事業につきましては、需要家件数は前連結会計年度末から３千件減少し571千件となりました。

一方で、工業用のガス販売数量が増加したことなどにより、売上高は前年同期を上回りました。

都市ガス事業につきましては、需要家件数は前連結会計年度末と変わらず53千件となりました。ガス販売数

量については前年同期を下回りましたが、原料費調整制度による販売単価の上昇などにより、売上高は前年同

期を上回りました。

これらにより、当セグメントの売上高は67,106百万円（同0.2％増）、販売管理費の減少などにより、営業利

益は2,797百万円（同54.8％増）となりました。

 

（建築及び不動産） 

建築及び不動産事業につきましては、マンション「呉服町タワー」（静岡市）の引渡しが順調に進み、リフ

ォーム、設備工事などの売上も増加した一方で、全体としては、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動の

影響を受けました。

これらの状況、及び関東地区におけるリフォーム事業の報告セグメントの変更により、当セグメントの売上

高は13,311百万円（同7.5％増）となりましたが、営業損益は28百万円の損失（前年同期は267百万円の利益）

となりました。 
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（ＣＡＴＶ） 

ＣＡＴＶ事業につきましては、大手通信事業者との競合などにより、放送サービスの顧客件数が前連結会計

年度末から８千件減少し494千件となりましたが、通信サービスの顧客件数が前連結会計年度末から４千件増加

し195千件（ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨ140千件、ＣＡＴＶインターネット56千件）となりました。

これらにより、当セグメントの売上高は18,207百万円（同0.6％増）となりましたが、東京波のデジタル区域

外再放送の終了に伴う解約防止費用の増加により、営業利益は708百万円（同8.7％減）となりました。

 

（情報及び通信サービス） 

ブロードバンド事業につきましては、大手家電量販店などの取次店各社及びＦＴＴＨキャリア事業者との提

携によるＦＴＴＨの新規顧客獲得により、顧客件数は前連結会計年度末から９千件増加し、849千件となりまし

た。

また、光ファイバーネットワークの設備増強により法人向け通信サービスの契約高が増加したこと、及びソ

フトウェアの受託開発などの情報事業において、景気回復によりＩＴ投資が増加したことなどに伴い売上が増

加しました。

これらにより、当セグメントの売上高は30,020百万円（同4.9％増）、営業利益は2,633百万円（同18.7％

増）となりました。

 

（アクア） 

アクア事業につきましては、顧客件数が前連結会計年度末から10千件増加し133千件となりました。

宅配水ワンウェイサービスにおいては、前期に引き続き「ドラえもん」をイメージキャラクターとすること

で、ブランド「おいしい水の贈りもの うるのん」を着実に浸透させるとともに、関東に加えて関西・北陸・

東北エリアの大型商業施設での営業活動を強化しました。

これらにより、当セグメントの売上高は3,707百万円（同13.3％増）、顧客獲得費用の抑制を図ったことなど

により、営業損失は1,270百万円（前年同期は1,781百万円の損失）と改善しました。

 

（その他） 

介護事業につきましては、平成26年７月に、５施設目となる「リフレアみずほ（デイサービス施設）」（静

岡市）、平成26年８月に、６・７施設目となる「リフレア上土（介護付有料老人ホーム及びデイサービス施

設）」（静岡市）を開設しました。各施設共、利用者数は順調に推移し、売上高は増加しました。婚礼催事事

業につきましては、婚礼挙式組数が減少したことにより売上高は減少しました。

これらにより、当セグメントの売上高は3,626百万円（同0.1％増）となりましたが、介護施設の新規開設に

よる先行投資負担、婚礼催事事業における挙式組数の減少などの影響により、324百万円の営業損失（前年同期

は87百万円の損失）計上を余儀なくされました。

 

(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は168,034百万円となり、前連結会計年度末と比較して5,586百

万円の減少となりました。これは主として、受取手形及び売掛金が1,727百万円、減価償却等により有形固定資産

が3,196百万円及び無形固定資産が1,341百万円それぞれ減少したこと等によるものであります。

負債合計は128,808百万円となり、前連結会計年度末と比較して6,482百万円の減少となりました。これは主と

して、未払法人税等が1,880百万円、借入金の返済等により有利子負債が3,100百万円減少したこと等によるもの

であります。

純資産合計は39,225百万円となり、前連結会計年度末と比較して895百万円の増加となりました。これは主とし

て、剰余金の配当により1,388百万円減少しましたが、四半期純利益1,819百万円を計上したこと及びその他有価

証券評価差額金が796百万円増加したこと等によるものであります。 
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(3) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は、前連結会計年度

末から227百万円増加し3,378百万円となりました。

当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、15,111百万円の資金の増加（前年同期比＋575百万円）となりました。

これは売上債権の減少による資金の増加、非資金項目である減価償却費及びのれん償却額があったこと等による

ものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、6,909百万円の資金の減少（前年同期比＋763百万円）となりました。

これは有形及び無形固定資産の取得等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、7,983百万円の資金の減少（前年同期比△347百万円）となりました。

これは前連結会計年度に引続き有利子負債の削減に努めたこと等によるものであります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 300,000,000 

計 300,000,000 

 

②【発行済株式】

種類 
第３四半期会計期間
末現在発行数（株） 

（平成26年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成27年２月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 155,199,977 155,199,977 
東京証券取引所 

（市場第１部） 

単元株式数 

100株 

計 155,199,977 155,199,977 － － 

（注）提出日現在発行数には、平成27年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総数
残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 
（百万円） 

平成26年10月１日～ 

平成26年12月31日 
－ 155,199,977 － 14,000 － 3,500 

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在 
 

区分 株式数（株） 
議決権の数
（個） 

内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 39,448,000 － 単元株式数100株 

完全議決権株式（その他） 普通株式 115,556,400 1,155,564 同上 

単元未満株式 普通株式 195,577 － 
１単元（100株）未満の
株式 

発行済株式総数   155,199,977 － － 

総株主の議決権   － 1,155,564 － 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が9,400株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数94個が含まれております。 

２．資産管理サービス信託銀行㈱（信託Ｅ口）が所有する当社株式661,900株（議決権の数6,619個）につき

ましては、「完全議決権株式（その他）」に含めて表示しております。 

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在 
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱ＴＯＫＡＩホールデ
ィングス 

静岡市葵区常磐町
２丁目６番地の８ 

36,045,400 － 36,045,400 23.23 

東海ガス㈱ 
静岡県焼津市塩津
７４－３ 

2,223,900 － 2,223,900 1.43 

東海造船運輸㈱ 
静岡県焼津市小川 
３８９９－４ 

1,178,700 － 1,178,700 0.76 

計 － 39,448,000 － 39,448,000 25.42 

（注）当第３四半期会計期間末現在の自己株式数は39,310,329株であります。また、この他に資産管理サービス

信託銀行㈱（信託Ｅ口）が所有する当社株式554,800株を当第３四半期連結財務諸表においては、自己株

式として処理しております。 
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

代表取締役 

専務執行役員 

社長室長、 

資金管理部、人

事企画部、法務

室担当 

代表取締役 

専務執行委員 

社長室長、 

法務室長、 

資金管理部、人

事企画部担当 

真室 孝教 平成26年11月10日 

取締役 

常務執行役員 

経営企画本部副

本部長、 

経営戦略部、事

業環境調査・企

画室、ＣＳ推進

室担当 

取締役 

常務執行役員 

経営企画本部副

本部長、 

経営戦略部、事

業環境調査・企

画室、事業開

発・アライアン

ス推進部、ＣＳ

推進室担当 

溝口 英嗣 平成26年11月10日 

 

（注）当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しておりま

す。前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における執行役員（取締役を兼務する執行

役員は除く）の異動は、次のとおりであります。

 

新任執行役員

役名 氏名 異動年月日 

常務執行役員 豊國 浩治 平成26年11月10日 

 

退任執行役員

役名 氏名 異動年月日 

常務執行役員 長谷川 喜則 平成26年11月10日 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。なお、四半期連結財務諸表規

則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しております。 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,182 3,456 

受取手形及び売掛金 22,073 ※２ 20,346 

商品及び製品 6,602 5,810 

仕掛品 795 902 

原材料及び貯蔵品 781 710 

その他 7,524 8,164 

貸倒引当金 △354 △352 

流動資産合計 40,606 39,038 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 42,157 39,182 

機械装置及び運搬具（純額） 22,080 21,683 

土地 21,918 21,916 

その他（純額） 16,973 17,150 

有形固定資産合計 103,129 99,933 

無形固定資産    

のれん 10,241 8,710 

その他 2,701 2,891 

無形固定資産合計 12,943 11,602 

投資その他の資産    

退職給付に係る資産 2,785 2,369 

その他 14,957 16,000 

貸倒引当金 △887 △957 

投資その他の資産合計 16,855 17,412 

固定資産合計 132,928 128,948 

繰延資産 85 47 

資産合計 173,620 168,034 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 14,105 ※２ 13,027 

短期借入金 40,509 41,722 

1年内償還予定の社債 3,660 3,160 

未払法人税等 2,270 389 

引当金 1,337 10 

その他 17,023 18,406 

流動負債合計 78,905 76,717 

固定負債    

社債 3,500 1,920 

長期借入金 37,671 35,782 

引当金 201 207 

退職給付に係る負債 207 270 

その他 14,806 13,911 

固定負債合計 56,385 52,091 

負債合計 135,291 128,808 

純資産の部    

株主資本    

資本金 14,000 14,000 

資本剰余金 22,183 22,286 

利益剰余金 5,436 5,688 

自己株式 △8,191 △8,060 

株主資本合計 33,428 33,914 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,151 1,947 

繰延ヘッジ損益 4 △335 

為替換算調整勘定 39 41 

退職給付に係る調整累計額 2,797 2,736 

その他の包括利益累計額合計 3,992 4,389 

新株予約権 318 271 

少数株主持分 588 650 

純資産合計 38,329 39,225 

負債純資産合計 173,620 168,034 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

売上高 132,959 135,981 

売上原価 84,314 86,424 

売上総利益 48,645 49,557 

販売費及び一般管理費 45,449 44,690 

営業利益 3,196 4,866 

営業外収益    

受取利息 25 16 

受取配当金 128 149 

受取手数料 63 87 

その他 626 312 

営業外収益合計 843 566 

営業外費用    

支払利息 892 744 

その他 187 170 

営業外費用合計 1,079 914 

経常利益 2,959 4,517 

特別利益    

固定資産売却益 2 6 

伝送路設備補助金 49 41 

補助金収入 － 9 

投資有価証券売却益 114 31 

特別利益合計 167 89 

特別損失    

固定資産売却損 0 0 

固定資産除却損 581 617 

特別損失合計 581 617 

税金等調整前四半期純利益 2,545 3,989 

法人税、住民税及び事業税 1,631 1,540 

法人税等調整額 △10 606 

法人税等合計 1,620 2,147 

少数株主損益調整前四半期純利益 924 1,841 

少数株主利益 4 22 

四半期純利益 920 1,819 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 924 1,841 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 479 796 

繰延ヘッジ損益 － △340 

為替換算調整勘定 14 △0 

退職給付に係る調整額 － △61 

持分法適用会社に対する持分相当額 1 2 

その他の包括利益合計 496 397 

四半期包括利益 1,420 2,238 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,415 2,215 

少数株主に係る四半期包括利益 4 23 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 2,545 3,989 

減価償却費 11,000 11,120 

のれん償却額 2,136 1,830 

退職給付に係る資産及び負債の増減額 － 111 

受取利息及び受取配当金 △153 △165 

投資有価証券売却損益（△は益） △114 △31 

支払利息 892 744 

固定資産売却損益（△は益） △2 △6 

固定資産除却損 581 617 

売上債権の増減額（△は増加） 1,750 1,772 

たな卸資産の増減額（△は増加） △705 756 

仕入債務の増減額（△は減少） 232 △1,326 

その他 △941 △657 

小計 17,221 18,755 

法人税等の支払額 △2,686 △3,643 

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,535 15,111 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

利息及び配当金の受取額 201 211 

有価証券の取得による支出 △755 △11 

有価証券の売却による収入 137 56 

有形及び無形固定資産の取得による支出 △7,862 △7,616 

有形及び無形固定資産の売却による収入 188 159 

貸付けによる支出 △24 － 

貸付金の回収による収入 122 378 

その他 320 △87 

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,672 △6,909 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

利息の支払額 △908 △726 

短期借入金の純増減額（△は減少） 10,700 4,700 

リース債務の返済による支出 △2,864 △3,017 

長期借入れによる収入 6,900 10,500 

長期借入金の返済による支出 △17,812 △15,882 

社債の償還による支出 △2,080 △2,080 

自己株式の取得による支出 △0 △0 

自己株式の処分による収入 126 250 

配当金の支払額 △1,346 △1,374 

その他 △350 △351 

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,635 △7,983 

現金及び現金同等物に係る換算差額 14 9 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △758 227 

現金及び現金同等物の期首残高 4,116 3,150 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 3,358 ※１ 3,378 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更） 

第１四半期連結会計期間より、平成26年４月３日付でTOKAI Myanmar Co.,Ltd.を新規に設立したため、連結

の範囲に含めております。

また、当第３四半期連結会計期間より、平成26年12月１日付で㈱エナジーラインを新規に設立したため、連

結の範囲に含めております。 

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退

職給付見込額の期間帰属方法をポイント基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割

引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法か

ら、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ

変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に

加減しております。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が274百万円増加し、利益剰余金が179百

万円減少しております。また、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益に与える影響は軽微であります。 

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用） 

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平

成25年12月25日）を第１四半期連結会計期間より適用しております。 

なお、平成26年４月１日より前に締結した信託契約に係る会計処理については、従来採用していた方法を継

続しております。本取扱いを適用したことによる、当第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結累計期間

に係る四半期連結財務諸表への影響はありません。 
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（追加情報）

（従業員持株会型ＥＳＯＰ） 

(1) 取引の概要 

当社グループは、平成24年11月29日開催の当社取締役会決議に基づき、従業員持株会に対して当社株式を安

定的に供給すること及び信託財産の管理により得た収益を従業員へ分配することを通じて、従業員の福利厚生

を図り、従業員の株価への意識や労働意欲を向上させるなど、当社の企業価値の向上を図ることを目的とし

て、「従業員持株会型ＥＳＯＰ」を導入しました。 

本制度では、平成24年12月以降約３年間にわたり「ＴＯＫＡＩグループ従業員持株会」（以下「本持株会」

といいます。）が取得する見込みの当社株式を、資産管理サービス信託銀行㈱（信託Ｅ口）（以下「信託Ｅ

口」といいます。）が、予め一括して取得し、本持株会の株式取得に際して当社株式を売却していきます。 

(2) 会計処理 

会計処理については、従来採用していた方法を継続しております。 

当社と信託Ｅ口は一体であるとする会計処理を行っており、信託Ｅ口が所有する当社株式を含む資産及び負

債、収益及び費用については、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書並

びに四半期連結キャッシュ・フロー計算書に含めて計上しております。 

(3) 信託Ｅ口が保有する自社の株式に関する事項 

信託Ｅ口が保有する当社株式を、信託Ｅ口における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の

部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額は、前連結会計年度末219百万円、当第３四

半期連結会計期間末143百万円であります。

なお、当該自己株式の期末株式数は、前連結会計年度末848,800株、当第３四半期連結会計期間末554,800株

であり、期中平均株式数は、前第３四半期連結累計期間1,169,015株、当第３四半期連結累計期間729,408株で

あります。これらの株式数につきましては、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１．偶発債務 

(1) 保証予約 

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

（借入債務） 

ＴＯＫＡＩグループ共済会 

 

608百万円

（借入債務） 

ＴＯＫＡＩグループ共済会 

 

525百万円

 

(2) 債権流動化に伴う買戻義務

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

債権流動化に伴う買戻義務 1,275百万円 1,105百万円
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(3) 連結子会社（㈱ザ・トーカイ）が販売した分譲マンションの耐震強度不足事象の発生について 

前連結会計年度（平成26年３月31日） 

㈱ザ・トーカイが平成15年に販売した静岡市内所在のマンションについて、平成19年４月21日に耐震強度が

建築基準法の基準である1.0を下回っていることが判明しました。その後㈱ザ・トーカイが全戸を買取り、当

該マンションを取り壊しました。 

㈱ザ・トーカイは、当該マンションの耐震強度不足の責任は、三井住友建設㈱（施工）、静岡市（建築確

認）、㈱サン設計事務所（建築設計）及び同社所属の建築士、㈲月岡彰構造研究所（構造計算）及び同社所属

の建築士にあるものと判断し、これらの者を相手方として、㈱ザ・トーカイが被った損害について損害賠償請

求訴訟を平成19年12月25日に静岡地方裁判所に提起し、更に、㈱ザ・トーカイは、㈲月岡彰構造研究所が東京

海上日動火災保険㈱に対して有する保険金請求権について質権設定を受け、保険金請求訴訟を提起しました。 

平成24年12月７日、静岡地方裁判所は判決を言い渡し、㈲月岡彰構造研究所及び同社所属の建築士並びに㈱

サン設計事務所所属の建築士らに対し、㈱ザ・トーカイに対して連帯して959百万円及びこれに対する遅延損

害金を支払うよう命じるとともに、静岡市に対しては、㈲月岡彰構造研究所らと連帯して671百万円及びこれ

に対する遅延損害金を支払うよう命じました。一方、㈱ザ・トーカイの三井住友建設㈱及び東京海上日動火災

保険㈱に対する請求は棄却されました（三井住友建設㈱及び㈲月岡彰構造研究所らについては確定）。 

上記第一審判決に対しては、㈱ザ・トーカイより控訴を提起するとともに、静岡市、㈱サン設計事務所所属

の建築士らより控訴が提起されておりましたが、平成26年５月15日、東京高等裁判所は、判決を言い渡し、静

岡市の賠償責任を88百万円及びこれに対する遅延損害金に減額するとともに、㈱サン設計事務所所属の建築士

の一人について賠償責任を認めた部分を取り消しました。また、㈱ザ・トーカイの東京海上日動火災保険㈱に

対する控訴は棄却されました。 

上記控訴審判決に対し、㈱ザ・トーカイは、平成26年５月27日、最高裁判所に上告及び上告受理申立を行い

ました。 

なお、㈱ザ・トーカイの第61期（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）において、一部の関係者

が損失を負担できない可能性を考慮し、㈱ザ・トーカイが負担する可能性のある129百万円を特別損失として

処理しておりますが、控訴審判決を踏まえて検討した結果、新たに㈱ザ・トーカイが負担する可能性のある

290百万円について貸倒引当金繰入額として特別損失に計上しました。 

 

当第３四半期連結会計期間（平成26年12月31日） 

㈱ザ・トーカイが平成15年に販売した静岡市内所在のマンションについて、平成19年４月21日に耐震強度が

建築基準法の基準である1.0を下回っていることが判明しました。その後㈱ザ・トーカイが全戸を買取り、当

該マンションを取り壊しました。 

㈱ザ・トーカイは、当該マンションの耐震強度不足の責任は、三井住友建設㈱（施工）、静岡市（建築確

認）、㈱サン設計事務所（建築設計）及び同社所属の建築士、㈲月岡彰構造研究所（構造計算）及び同社所属

の建築士にあるものと判断し、これらの者を相手方として、㈱ザ・トーカイが被った損害について損害賠償請

求訴訟を平成19年12月25日に静岡地方裁判所に提起し、更に、㈱ザ・トーカイは、㈲月岡彰構造研究所が東京

海上日動火災保険㈱に対して有する保険金請求権について質権設定を受け、保険金請求訴訟を提起しました。 

平成24年12月７日、静岡地方裁判所は判決を言い渡し、㈲月岡彰構造研究所及び同社所属の建築士並びに㈱

サン設計事務所所属の建築士らに対し、㈱ザ・トーカイに対して連帯して959百万円及びこれに対する遅延損

害金を支払うよう命じるとともに、静岡市に対しては、㈲月岡彰構造研究所らと連帯して671百万円及びこれ

に対する遅延損害金を支払うよう命じました。一方、㈱ザ・トーカイの三井住友建設㈱及び東京海上日動火災

保険㈱に対する請求は棄却されました（三井住友建設㈱及び㈲月岡彰構造研究所らについては確定）。 

上記第一審判決に対しては、㈱ザ・トーカイより控訴を提起するとともに、静岡市、㈱サン設計事務所所属

の建築士らより控訴が提起されておりましたが、平成26年５月15日、東京高等裁判所は、判決を言い渡し、静

岡市の賠償責任を88百万円及びこれに対する遅延損害金に減額するとともに、㈱サン設計事務所所属の建築士

の一人について賠償責任を認めた部分を取り消しました。また、㈱ザ・トーカイの東京海上日動火災保険㈱に

対する控訴は棄却されました。 

上記控訴審判決に対し、㈱ザ・トーカイは、平成26年５月27日、最高裁判所に上告及び上告受理申立を行い

ました。 

なお、㈱ザ・トーカイの第61期（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）において、一部の関係者

が損失を負担できない可能性を考慮し、㈱ザ・トーカイが負担する可能性のある129百万円を特別損失として

処理しております。更に、控訴審判決を踏まえて検討した結果、前連結会計年度において、新たに㈱ザ・トー

カイが負担する可能性のある290百万円について貸倒引当金繰入額として特別損失に計上しました。 
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※２．四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が

四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

受取手形

支払手形

－百万円

－

101百万円

75

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

現金及び預金勘定 3,395百万円 3,456百万円

預入期間が３か月を超える定期預金等 △37 △77

現金及び現金同等物 3,358 3,378

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日） 

配当金支払額 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額 (円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月27日 
定時株主総会決議 

普通株式 714 6.0 
平成25年 
３月31日 

平成25年 
６月28日 

利益剰余金 

平成25年10月31日 
取締役会決議 

普通株式 714 6.0 
平成25年 
９月30日 

平成25年 
11月29日 

利益剰余金 

（注）１．平成25年６月27日開催の定時株主総会にて決議された普通株式の配当金の総額714百万円について

は、連結子会社が所有する当社株式に係る配当金20百万円及び資産管理サービス信託銀行㈱（信託

Ｅ口）が所有する当社株式に係る配当金７百万円が含まれております。 

２．平成25年10月31日開催の取締役会にて決議された普通株式の配当金の総額714百万円については、

連結子会社が所有する当社株式に係る配当金20百万円及び資産管理サービス信託銀行㈱（信託Ｅ

口）が所有する当社株式に係る配当金６百万円が含まれております。 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日） 

配当金支払額 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額 (円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月27日 
定時株主総会決議 

普通株式 714 6.0 
平成26年 
３月31日 

平成26年 
６月30日 

利益剰余金 

平成26年10月30日 
取締役会決議 

普通株式 714 6.0 
平成26年 
９月30日 

平成26年 
11月28日 

利益剰余金 

（注）１．平成26年６月27日開催の定時株主総会にて決議された普通株式の配当金の総額714百万円について

は、連結子会社が所有する当社株式に係る配当金20百万円及び資産管理サービス信託銀行㈱（信託

Ｅ口）が所有する当社株式に係る配当金５百万円が含まれております。 

２．平成26年10月30日開催の取締役会にて決議された普通株式の配当金の総額714百万円については、

連結子会社が所有する当社株式に係る配当金20百万円及び資産管理サービス信託銀行㈱（信託Ｅ

口）が所有する当社株式に係る配当金４百万円が含まれております。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 

（注）１ 
合計 

調整額 

（注）２ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

（注）３ 

 
ガス及び

石油 

建築及び

不動産 
ＣＡＴＶ 

情報及び

通信サー

ビス 

アクア 計 

売上高                    

外部顧客への 

売上高 
66,964 12,379 18,093 28,628 3,271 129,337 3,621 132,959 － 132,959 

セグメント間の 

内部売上高又は 

振替高 

151 1,540 707 2,345 37 4,781 148 4,929 △4,929 － 

計 67,116 13,919 18,801 30,973 3,308 134,118 3,770 137,888 △4,929 132,959 

セグメント利益 

又は損失（△） 
1,807 267 776 2,219 △1,781 3,287 △87 3,199 △3 3,196 

（注）１.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、婚礼催事事業、船舶 

修繕事業、保険事業、介護事業等を含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、主にセグメント間取引消去であります。 

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。 

 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 

（注）１ 
合計 

調整額 

（注）２ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

（注）３ 

 
ガス及び

石油 

建築及び

不動産 
ＣＡＴＶ 

情報及び

通信サー

ビス 

アクア 計 

売上高                    

外部顧客への 

売上高 
67,106 13,311 18,207 30,020 3,707 132,354 3,626 135,981 － 135,981 

セグメント間の 

内部売上高又は 

振替高 

108 1,524 653 2,201 55 4,541 152 4,694 △4,694 － 

計 67,215 14,836 18,861 32,221 3,762 136,896 3,779 140,676 △4,694 135,981 

セグメント利益 

又は損失（△） 
2,797 △28 708 2,633 △1,270 4,840 △324 4,515 350 4,866 

（注）１.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、婚礼催事事業、船舶 

修繕事業、保険事業、介護事業等を含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、主にセグメント間取引消去であります。 

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。 
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２．報告セグメントの変更等に関する事項 

第１四半期連結会計期間より、従来、液化石油ガス事業の一環として行っていた関東地区におけるリフ

ォーム事業について体制強化を行い、静岡県内のリフォーム事業と合わせて独立した事業セグメントとし

て区分することといたしました。これに伴い、報告セグメントを従来の「ガス及び石油」から静岡県内の

リフォーム事業と同様の区分である「建築及び不動産」に含める方法に変更しております。

なお、前第３四半期連結累計期間の報告セグメントごとの売上高、利益又は損失に関する情報を変更後

の区分方法により作成することは実務上困難であります。

当第３四半期連結累計期間のセグメント情報を、前第３四半期連結累計期間の報告セグメントの区分に

基づき作成した情報は次のとおりであります。

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他

（注）１ 
合計 

調整額

（注）２ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注）３ 

 
ガス及び

石油 

建築及び

不動産 
ＣＡＴＶ 

情報及び

通信サー

ビス 

アクア 計 

売上高                    

外部顧客への 

売上高 
68,354 12,063 18,207 30,020 3,707 132,354 3,626 135,981 － 135,981

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

108 1,524 653 2,201 55 4,541 152 4,694 △4,694 －

計 68,463 13,587 18,861 32,221 3,762 136,896 3,779 140,676 △4,694 135,981

セグメント利益 

又は損失（△） 
2,658 110 708 2,633 △1,270 4,840 △324 4,515 350 4,866

（注）１.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、婚礼催事事業、船舶

修繕事業、保険事業、介護事業等を含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、主にセグメント間取引消去であります。 

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。 
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。 

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 8円03銭 15円81銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（百万円） 920 1,819

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 920 1,819

普通株式の期中平均株式数（千株） 114,559 115,061

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 15円80銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） － 76

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

 

－

 

 

－

 

（注）１．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり四半期純利益金額を算定するための普通株式の期中平均株式数については、資産管理サ

ービス信託銀行㈱（信託Ｅ口）が所有する当社株式を控除しております（前第３四半期連結累計期間

1,169,015株、当第３四半期連結累計期間729,408株）。 

２【その他】

平成26年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(1) 中間配当による配当金の総額 714百万円

(2) １株当たりの金額 ６円00銭

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成26年11月28日

（注）平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月10日

株式会社ＴＯＫＡＩホールディングス 

取 締 役 会 御 中 

 

有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 篠原 孝広  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 早稲田 宏  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 谷津 良明  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＴＯＫ

ＡＩホールディングスの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26

年10月１日から平成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半

期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＴＯＫＡＩホールディングス及び連結子会社の平成26年12月

31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年２月12日

【会社名】 株式会社ＴＯＫＡＩホールディングス

【英訳名】 TOKAI Holdings Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  鴇田 勝彦

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 静岡市葵区常磐町２丁目６番地の８

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長 鴇田 勝彦は、当社の第４期第３四半期（自 平成26年10月１日 至 平成26年12月31日）

の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

特記すべき事項はありません。

 


